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１．はじめに

1990年代初めに，HRMに戦略的視点を組み込んだ SHRM（Strategical Human 

Resource Management）が台頭した。SHRMの基本的なテーマは，企業が人的資源
やHRMを通じて，いかに業績や競争力を高めるかである。これまでHRMと企業業
績との関係については多くの研究が行われ，HRMと企業業績間には正の関係が見出
されている（Combs, Liu, Hall & Ketchen , 2006 ; Subramony, 2009）。

HRMと企業業績との関係を説明する観点には，普遍的な観点（universalistic 

perspective ）とコンティンジェンシー観点（contingency perspective）がある１）。
前者は，特定のHRM施策は組織環境に関係なく普遍的な効果があると主張する。例
えば，Pfef fer（1998）は人びとをマネジーする最も効果的な７つのHRM政策や施策
を提示した。それらは雇用保障，厳格な採用，自律チームと権限移譲，組織の業績に
基づく相対的に高い賃金，幅広いト㆑ーニング，平等主義，財務業績などの情報共有
である。後者はHRMが戦略と適合する場合，企業業績が増加し，そうでない場合，
業績が低下するという仮説を支持する（Bird & Beech, 1994 ; Schuler, 1989）。この
観点は組織がその置かれた環境によって異なるHRMを必要とすると主張する。し
かし，HRMと戦略の適合を実証的に分析した研究結果は一致していない。その理由
としてサンプルの選択，測定尺度の問題，研究デザインなどがあげられているが，そ
の他にそれを分析した研究の多くが大企業をサンプルとしているので，大企業の複
雑性――戦略の多様性とHRMの変動性――が影響することがあげられる２）。

本研究では大企業の複雑性を減らすため，中小企業（社員数30人以上300人未満）
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をサンプルにして，ビジネス戦略と組織風土が，HRMと企業業績間の関係を調整す
る要因であるかどうかを実証的に明らかにする。

２．仮説
２.1　HRM

HRMと企業業績との関係を分析した研究の多くは，HRMシステムに焦点をあてて
いる。HRMシステムとは，内部的に整合性のとれたHRM施策の一組を意味する。
HRMと 企 業 業 績 に 関 する 研 究 ではHRMシステムには，High Commitment HR 

Practices（Pfeffer,1994 ,1998），High Performance Work Systems（Kintana, Aloso 

& Olaverri, 2006），High Involvement Work Systems（Guthrie Spell & Nyamari, 

2002 ; Huselid, 1995 ; Arthur, 1994 ; Ordiz-Fuertes & Fernandez-Sanchez, 2003），
Human Capital Enhancing HRM systems（Delaney & Doty, 1996 ; Neal, West & 

Patterson, 2005）などがあげられており，これらのHRMシステムの有効性（例えば，
生産性や収益性の向上）が明らかにされている３）。上述したHRMシステムは異なる
HRM施策を構成要素としている。しかしHRMシステムの主な構成要素は選考，ト
㆑ーニング，業績評価および報酬である（Youndt Snell, Dean & Lepak, 1996）。

本研究でのHRMシステムは人的資本を高めるHRMシステムに近似するもので，
その構成要素は採用・配置，ト㆑ーニング，評価および報酬である。採用・配置とト
㆑ーニングは知識，スキルおよび能力を高めるHRM施策であり，評価と報酬は動機
づけを高めるHRM施策である。

２.２　ビジネス戦略
HRMと企業業績との関係を戦略が調整するかどうかについて，その研究結果は一

致していない。HRMと戦略の企業業績に対する有意な交互作用効果を見出した研究
（Youndt, Snell, Dean & Lepak,1996 ; Takeuchi, 2009），そうでない 研 究（Bae & 

Lawler, 2000 ; Oridiz-Fuertes & Fernandez-Sanchez, 2003 ; Neal, West & Patterson, 

2005）および部分的には見出した研究（Delery & Doty, 1996）がある。研究結果の
不一致の理由には２つ――競争戦略に関わる問題と企業業績の測定方法――があげら
れる。前者については，まず，競争戦略は実際には，２者択一的には選択されない。
例えば，企業はある製品については強いブランド戦略を強調する。その他の製品で
はコスト・リーダーシップ戦略を強調する。また言明された戦略と実際に実行され
た戦略が異なる場合である。後者は，企業業績測定のため，客観的な測定尺度あるい
は主観的な測定尺度を使用したかである４）。

本研究ではMiles ＆ Snow（1978）のビジネス戦略類型を使用する。それは次の４
つである。①「防御型」戦略を追求する企業は安定的な市場ドメインにおいて，限定
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した製品ラインで既存の製品を既存の顧客に効率よく提供しており，効率性を重視
する。②「探索型」を追求する企業は，新しい製品と市場の機会を常に探索しており，
製品と市場におけるイノベーションに対する関心が強い。③「分析型」は防御型と
攻撃型のハイブリッドである。分析型は安定と不安定の双方のドメインで運営して
いる。安定的なドメインでは，公式的な構造とプロセスを通じてルーチンかつ効率
的に運営するし，不安的なドメインでは，マネジャーは競合者を注意深く観察し，
新しいアイデアのうち，最も有望と思われるアイデアをすばやく採用する。④「反応
型」は一貫性のある戦略がなく，戦略，構造およびプロセスが十分には連動してい
ない５）。Miles ＆ Snow（1984）は防御型，探索型および分析型がPorter（1980）の競
争戦略類型のコスト・リーダーシップ，差別化および集中に各々相当するもので，各々
の戦略志向は本質的に同じであると述べている。
「防御型」と「探索型」，各々を４つのHRM機能――「リクルート・選考と配置」，「ス

タッフ計画・ト㆑ーニングと開発」，「業績評価」，「報酬」――でみると，「防御型」で
は，エントリー㆑ベルのみでのリクルート，スキル構築，過程志向業績評価，内部公
正さ重視報酬である。それに対して「探索型」では，すべての㆑ベルでのリクルート，
スキル獲得，結果志向業績評価，外部公正さ重視報酬である。

探索型戦略（差別化戦略）を追求する企業が防御型戦略（コスト・リーダーシップ
戦略）を追求する企業よりも，人的資本を高めるHRMシステムからより多い便益を
得ている（Suthrie, Spell & Nyamori, 2002 ;  Schuler & Jackson, 1987 ;  Youndt et 

al. 1996）。品質あるいはイノベーションの面での製品やサービスの差別化を追求す
る企業は，高度なスキルをもつ，かつ高く動機づけられた労働力を必要とする。

仮説１： 探索志向戦略が人的資本を高めるHRMシステムと組織業績間の関係をよ
り強くする。

２.３　組織風土
組織風土とは組織のなかの個人が認知した組織内のすべての心理的な環境のこと

を意味し，個人の動機づけと関連する概念である。積極的な組織風土は社員の動機
づけを促進する（Neal, West & Patterson, 2005），組織風土が職務満足や組織コミッ
トメントに影響を与える（咸，2013），また組織風土は職務満足や組織コミットメン
トを媒介にして生産性に影響を与えること（Ostrof f & Schmit, 1993）が明らかにさ
れている。

本研究では，Neal, West & Patterson（2005）の内的適合仮説に基づいて仮説を構
築する。この内的適合仮説は次の３つの仮定に基づく。①人的資源を高めるHRM

システムは社員の知識やスキル，能力を高める。②望ましい組織風土は社員のモティ
ベーションを高める。③人的資源を高めるHRMシステムが生み出した知識，スキル
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および能力は，組織風土によって生み出された動機づけと正に交互作用する。これ
らの３つの仮定のうち，２つに問題がある。第1は，人的資本と動機づけの間に交互
作用があるという仮定は限定的である。能力とモティベーション間に交互作用が弱
いまたは存在しないなら，人的資本を高めるHRMシステムと組織風土間にはシナ
ジー的な交互作用はない。第２は，人的資本を高めるHRMシステムは知識，スキル
および能力だけでなく，モティベーションにも影響することを看過していることで
ある。

内的適合仮説によれば，人的資本を高めるHRMシステムがそれに適合する，望ま
しい組織風土に存在するとき，そのHRMシステムはより効果的である。社員のモ
ティベーションは，好ましい組織風土があるときより高くなるので，企業は社員の知
識，スキル，能力およびモティベーションを高めるHRMシステムの使用からより多
くのものが得られる。

仮説２： 人的資本を高めるHRMと企業業績との関係は望ましい組織風土が存在す
るときより強い。

外的適合（戦略とHRMシステムの適合）と内的適合（HRMシステムと組織風土）
を結合すると，HRMシステムはより効果的であると予測される。

仮説３： HRMが戦略と適合すると同時に，望ましい企業風土が存在するとき，
HRMと企業業績との関係はより強い。

図表１　仮説

ビジネス戦略

組織風土

HRM 企業業績

（H1）

（H2）

（H3）
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３．方法
３.１　サンプル

本研究で使用したデータは，2005年４月から５月にかけて，愛知県所在の企業に
対する質問紙調査（「人事戦略と人事システムの関連に関する調査」）から得られたも
のの一部を使用する６）。図表２はサンプルを示す。サンプルの属性は次の通りであ
る。業種別には製造業が42 .9％，卸売・小売業14 .3％，サービス業22 .0％， 建設業
18 .7％である。企業規模別には30人以上100人未満が53 .9％，100人以上300人未
満が46 .1％である。企業年齢別には30年未満が20 .9％，30年以上50年未満が
35 .2％，50年以上が44％である。調査対象企業の半分程度が業種は製造業，企業規
模は社員数30人以上100人未満であり，その約80％が企業年齢30年以上である。

	 図表２　サンプル	
（N ＝ 91）

　

３.２　測定尺度
（１）HRM

HRM施策12項目を用い，「HRMシステム」を測定した。HRM施策の12項目は次
の通りである。

5︲1 「我が社は欠員が出たとき，通常，企業の外から人員を補充する」
5︲2 「我が社は明確なキャリアパスあるいはキャリアプランがある」
5︲3 「我が社は社員の職務範囲を明確に決めている」
5︲4 「我が社はすべての社員に対して充実した教育プログラムを提供している」
5︲5 「我が社が提供する公式的な教育訓練プログラムは，社員の昇進可能性を高

企業数（％）

業 　 種

製 造 業 	 39	（42.9％）

非製造業

卸売・小売業 	 13	（14.3％）

サ ー ビ ス 業 	 20	（22.0％）

建 設 業 	 17	（18.7％）

企 業 規 模
	 30	～	 99	人 	 49	（53.9％）

	 100	～	 299	人 	 42	（46.1％）

企 業 年 齢

	 0	～	 9	年 	 3	 （3.3％）

	 10	～	 29	年 	 16	（17.6％）

	 30	～	 49	年 	 32	（35.2％）

	 50年以上 	 40	（44.0％）
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めるものである」
5︲6 「我が社は会社の方針や経営情報を知る機会を社員に提供している」
5︲7 「我が社の人事考課の目的は社員の業績を向上させることにある」
5︲8 「我が社の人事考課は客観的で量的に測定可能な成果・業績のみに基づく」
5︲9 「我が社は人事考課の評価基準や評価結果を公開している」
5︲10 「我が社は評価に対する不満の申し出や救済の機会を社員に提供している」
5︲11 「我が社の給料の㆑ベルは同業他社より高い」
5︲12 「我が社の福利厚生の㆑ベルは同業他社より高い」

（２）ビジネス戦略
「戦略」はMiles ＆ Snow（1978）のビジネス戦略類型に基づくもので，防御型＝１，

分析型＝２，探索型＝３で測定し，その点数が多いほど「探索志向戦略」である。
（３）組織風土

組織風土は次の３項目を用い，「組織風土」を測定した。
6︲1 「我が社では個人の危険負担が要請される」
6︲2 「我が社では各人の対立は寛容され，受容されている」
6︲3 「「我が社では個人的な責任をとるように期待され，また勧められている」

（４）企業業績
企業業績尺度として客観的尺度――「経常利益」と「売上高成長率」――と主観的尺

度――「相対的企業業績」――の２種類を使用した。「経常利益」は「最近３年間（2002
年度～ 2004年度）経常利益」で，「赤字の年はなかった＝３，１年だけ赤字の年があっ
た＝２，２年赤字の年があった＝１，３年間赤字だった＝0で測定した。「売上高成
長率」は最近3年間の売上高成長率を，回答者に年度ごとに記入させ，３年間の平均
値で測定した。「相対的企業業績」は，最近３年間の経常利益が同業他社を上回って
いる＝２，同じ程度＝１，下回っている＝０で測定した。

（５）コントロール変数
コントロール変数として企業規模，企業年齢，業種および組合の存在を使用した。

「企業規模」と「企業年齢」は，対数変換した数値を用いた。「業種」は製造業＝１，非
製造業＝０，「組合」は有り＝１，なし＝０で測定した。

４．分析結果
４.１　相関分析の結果

図表３には変数の平均値と標準偏差，項目数およびα係数が示されている。
図表４は相関分析の結果を示す。「採用・配置」，「ト㆑ーニング」，「評価」および「報

酬」は，HRM施策項目を用いる因子分析によって得られた変数で，そのプロセスは
４. ２に述べられている。
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「HRMシステム」と「採用・配置」は有意な正の相関（r＝0 .512，ｐ＜0 .01），「ト㆑ー
ニング」は有意な正の相関（ r＝0 .477，ｐ＜0 .01），「報酬」は有意な正の相関（ r＝
0 .619，ｐ＜0 .01）である。
「戦略」と「HRMシステム」間の相関は有意な正の相関（ r＝0 .290 , ｐ＜0 .01）があ

る。「戦略」と「報酬」の相関は有意な正の相関（r＝0 .173，ｐ＜0 .10）である。「戦略」
と「相対的企業業績」の相関は有意な正の相関（r＝0 .310，ｐ＜0 .01）である。「戦略」
と「組織風土」は無相関（r＝－0 .043）である。
「組織風土」と「HRMシステム」は無相関（ r＝－0 .128）である。「組織風土」と「ト

㆑ーニング」は有意な負の相関（r＝－0 .211 , ｐ＜0 .05）である。
「HRMシステム」と「相対的企業業績」の間には有意な正の相関（ r＝0 .310 , ｐ＜

0 .01）がある。「報酬」と「相対的企業業績」は有意な正の相関（r＝0 .373 , ｐ＜0 .01）
である。「ト㆑ーニング」と「評価」は有意な負の相関（r＝－0 .384 , ｐ＜0 .01）である。
「経常利益」と「売上高成長率」の相関は有意な正の相関（ r＝0 .175，ｐ＜0 .10）で

ある。「経常利益」と「相対的企業業績」は有意な正の相関（ r＝0 .192，ｐ＜0 .10）で
ある。

図表３　記述統計

変　　数 平均値 標準偏差 項目数 α係数

ビジネス戦略
探索型戦略
防御型戦略
分析型戦略

0.187
0.352
0.418

0.392
0.480
0.496

1
1
1

－
－
－

組織風土 － 0.872 0.711 3 0.62

HRMシステム
採用・配置
トレーニング
評　価
報　酬

－ 0.337
  0.489
  0.036
  0.093

0.667
0.734
0.622
0.763

3
3
4
2

0.30
0.73
0.61
0.62

企業業績
経常利益
売上高成長率
相対的企業業績

 0.736
  0.019
  0.242

0.574
0.101
0.584

1
1
1

－
－
－

企業規模   1.993 0.256 1 －

企業年齢   3.674 0.525 1 －
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「企業規模」と「企業年齢」は有意な正の相関（ r＝0 .227，ｐ＜0 .05）である。「企
業規模」と「評価」は正の相関（ r＝0 .216，ｐ＜0 .05）である。「企業年齢」と「戦略」
は有意な負の相関（r＝－0 .185，ｐ＜0 .10）である。「企業年齢」と「HRMシステム」
は有意な負の相関（ r＝－0 .240，ｐ＜0 .05），「企業年齢」と「採用・配置」は有意な
負の相関（ r＝－0 .274，ｐ＜0 .01），「企業年齢」と「売上高成長率」は有意な負の相
関（r＝－0 .231，ｐ＜0 .05）である。

４.２　HRM施策の因子分析
HRM施策12項目を使用して因子分析を行った。主因子法によって４つの因子を

抽出した後，バリマクス回転を行った。その結果は図表５に示されている。４つの因
子までで分散の58 .4％が説明された。

図表５　HR 施策の因子分析の結果

これらの４つの因子各々について，第1因子はHRM次元の１つである，リクルー
ト，キャリアパス，内部昇進に関する項目の因子負荷量が高いことから「採用・配置」
と名づけた。第２因子は，主として内部昇進をサポートするト㆑ーニングに関する
項目の因子負荷量が高いことから「ト㆑ーニング」と名づけた。第３因子は，評価の
目的と基準，苦情処理に関する項目の因子負荷量が高いことから「評価」と名づけた。
第４因子は，この因子に対する因子負荷量の高い項目が報酬（福利厚生も含む）に

因子１：
採用・配置

因子２：
トレーニング

因子３：
評　価

因子４：
報　酬

採用・配置１ ［0.838］ 0.114 －0.023 0.084
採用・配置２ ［0.425］ 0.252 －0.287 0.150
採用・配置３ ［0.562］ －0.373 0.354 －0.195

トレーニング１ 0.045 ［0.829］ －0.121 0.087
トレーニング２ 0.121 ［0.837］ 0.035 0.088
トレーニング３ －0.054 ［0.664］ －0.051 0.052

評　価１ －0.153 －0.373 ［0.308］ －0.034
評　価２ 0.233 0.090 ［0.686］ －0.050
評　価３ －0.104 －0.056 ［0.755］ 0.085
評　価４ －0.155 －0.416 ［0.635］ －0.043

報　酬１ 0.141 0.078 －0.078 ［0.826］
報　酬２ －0.052 0.102 0.073 ［0.846］

固有値 3.004 1.528 1.303 1.176
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関するものなので「報酬」と名づけた。HRMの４つの指標「採用・配置」「ト㆑ーニ
ング」「評価」および「報酬」の値は，因子１から因子４までの各々に属する項目の平
均値でもとめた。これらの４つの変数の平均を「HRMシステム」の値として用いた７）。
HRMシステムの値が多いほど人的資本を高めるHRMシステムである。本研究での
HRMシステムは総合指標である。HRMシステムの構成要素の相違を覆うことが考
えられるので，HRMシステムの各々の構成要素に対しても分析が行われた。

４.３　回帰分析の結果
仮説１をテストするため，次のような階層的回帰分析を行った。被説明変数「相対

的企業業績」に対する戦略および３つの戦略類型とHRMシステムの交互作用効果を
分析した結果をまとめたものが図表６である。

モデル（１－１）はコントロール変数（企業規模，企業年齢，業種および組合の存在）
を投入したものである。モデル（１－２）はコントロール変数に加えて，戦略変数と
HRMシステム変数が投入された。モデル（１－３）はコントロール変数，戦略変数と
HRMシステム変数，戦略とHRMシステムの交互作用項を順次に投入したものであ
る。HRMシステムのみが有意な正の効果を与えるのが確認された。同じ分析が探索
型戦略，防御型戦略および分析型戦略，各々に対して行われ，探索型戦略（モデル２
－３）のみにおいて，戦略とHRMシステムの有意な負の交互作用効果が確認できた。
したがって，仮説１は部分的に支持された。

仮説２をテストするため，階層的回帰分析が行われた。被説明変数「相対的企業
業績」に対する組織風土とHRMシステム（HRMシステムを構成する個別のHRM施
策，採用・配置，ト㆑ーニング，業績，報酬）の交互作用効果を分析した結果をまとめ
たものが図表７である。図表７はト㆑ーニング（モデル３－３）のみにおいて，組織
風土とト㆑ーニングが有意な負の交互作用効果を示す。したがって，仮説２も部分
的に支持された。

外的適合（戦略とHRMシステムの適合）と内的適合（HRMシステムと組織風土の
適合）を結合するとき，HRMシステムと企業業績間の関係はより強くなるという仮
説３をテストするために同じく階層的回帰分析が行われた。その分析結果をまとめ
たものが図表８である。図表８のモデル１－４は，戦略，組織風土およびHRMシス
テムの有意な正の交互作用効果を示している。したがって仮説３は支持された。
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５．考察

以上，大企業の複雑性―戦略の多様性とHRMの変動性―を減らすため，中小企業
（社員数30人以上300人未満）をサンプルにして，ビジネス戦略と組織風土のHRM

と企業業績間関係に対する調整効果を分析してきた。
分析結果をまとめると，次の通りである。第１に，人的資本を高めるHRMシステ

ムは相対的企業業績に有意な正の効果を与えていることである。第2に，探索型戦略
を追及する企業のみにおいて，戦略とHRMシステムの有意な負の交互作用効果が確
認でき，仮説１は部分的に支持された。また，ト㆑ーニングのみにおいて，組織風土
とト㆑ーニングの有意な負の交互作用効果が確かめられ，仮説２も部分的に支持さ
れた。戦略，組織風土およびHRMシステムの有意な正の交互作用効果が確認でき，
仮説３は支持された。

こうした分析結果は，人的資本を高めるHRMシステムの相対的企業業績に対する
主効果（図表６・７・８）が見出され，HRMと企業業績の関係についての普遍的ア
プローチを支持する結果になった。しかし外的適合（戦略とHRMシステムの適合）
と内的適合（HRMシステムと組織風土の適合）が結合されるとき，HRMシステムと
企業業績間の関係はより強くなるという分析結果（図表８）を得ている。

本研究の課題としては，第１に，サンプル数を増やし，業種を限定して追加的な分
析を行うこと，第２に，中小企業固有の調整要因，例えば，経営者の人的資本と外部
環境要因などを考慮すること，第３に，本研究では戦略と組織風土のHRMと企業業
績間の関係に対する交互作用効果の如何に焦点を当てているが，そのメカニズムや
過程を解明可能な研究デザインによる研究が必要であることである。

注

１） HRMと企業業績間の関係を説明する観点には，普遍的な観点とコンティンジェンシー観点

のほかに，構成形態的観点がある。この観点は，HRMの個別の諸制度が集まって一定の構

成形態（configuration）を形成し，この形態を備えると高い成果が得られると主張する。

HRMが一定の形態を形成すると，容易に模倣できなくかつ代替が困難であることで競争優

位の源泉となる（Delery & Doty, 1996 ; Lado & Wilson, 1994）。

２） 大企業の複雑性として，本研究では戦略の多様性とHRMの変動性のみを述べているが大企業

の多様性には戦略の多様性のほかに，製品，立地，産業の面からの多様性も存在するし，また

HRMの多様性とは，社員グループによって異なるHRMが適用されていることを意味する。

３） High Performance Work Systemsについて，より詳細なことは咸（2013）の第８章を参照

されたい。

４） 企業業績の客観的測定尺度に対するHRMと戦略の交互作用効果を見出した研究として
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Huselid（1995）があげられる。

５） Miles & Snow（1978）のビジネス戦略類型について，より詳細なことは咸（2013）の第15

章を参照されたい。

６） 質問票は人事・労務担当役員に郵送され，また郵便で回収された。質問票の有効回答数は

129社，有効回答回収率は16 .5 ％である。

７） 本論文での「HRMシステム」は合成変数（composite variable）であり，HRMをシステムと

してとらえて分析する際には，２つの分析方法―クラスター分析と因子分析―があるが，本

論文は因子分析を用いている。
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